NEASE-Netホームページ掲載用


アメリカのＴＰＰ戦略と東アジア共同体

――日本はいかに対応すべきか――
NEASE-Net代表幹事

谷口　誠

１．アメリカのＴＰＰ戦略

　現在、アメリカは、アジア太平洋国家を目指してアジアに進出してきている。その中で、ＴＰＰ(環太平洋経済連携協定)がアメリカの戦略の一つとして出てきた。

　環太平洋に関する構想については、もともとＡＰＥＣ(アジア太平洋経済協議会)の元になる環太平洋経済協力構想がある。これは、日本とオーストラリアがともに戦後における環太平洋の経済協力を進めていこうとして打ち出したものであり、単に貿易投資だけでなく、アジアの発展のために経済協力や技術協力なども含めた広い構想であった。
　ＡＰＥＣに関して、日本は、その前のＰＥＣＣ(太平洋経済協力協議会)の段階から取組みを進めてきたわけだが、あるときから腰が引けてきた。と言うのも、ＡＳＥＡＮ(東南アジア諸国連合)諸国が、自分たちの統合がまだあまり完成していないときに、大きな袋でＡＳＥＡＮを包含して欲しくないと主張してきたからである。これに反応して日本は後ろに引いたのである。
　そうすると、今度は日本に代わってオーストラリアがイニシアティブを取り始め、その活動が1989年のＡＰＥＣ第1回会議開催という形で結実した。

　もともとアメリカは、ＡＰＥＣに関心が無かったのであるが、21世紀に向けて最も飛躍的に発展するのはアジアだと見据えて、1993年のＡＰＥＣシアトル会議を首脳会談として積極的に参加してきた。その結果、ＡＰＥＣは、かつて日本が考えていた、経済協力、技術協力、環境協力などを含めた広い構想よりも、貿易の自由化、資本取引の自由化という２つの柱を中心とする機構に発展していった。
　これに加えて、オーストラリアが考える、貿易手続の簡素化が３つ目の柱として据えられるようになった。この時点で、日本のＡＰＥＣにおけるリーダーシップは無くなってしまったと言ってよい。

　その後、中国が2001年の上海ＡＰＥＣ首脳会議において、かつて日本が主張していた環境協力、技術協力を含めた形で進めていくべきことをしたため、これがＡＰＥＣの４つ目の柱となった。

　では、ＡＰＥＣは約20年の歴史の中でどのような役割を果たしたのか。例えば、1997年に発生したアジア通貨危機の際に何をしたのか。残念ながら、アジア通貨危機の際にＡＰＥＣの顔は全く見えなかった。これは、ＡＰＥＣにとって致命的であったと言えよう。

そもそも、ＡＰＥＣでは、貿易の自由化にしろ、資本の自由化にしろ、義務付けは行わない。2010年までにＡＰＥＣの先進５カ国が貿易の自由化、資本取引の自由化をするということをボゴール宣言(1994年)で採択したが、実際、日本も具体的なことは何もしていない。このように、ＡＰＥＣは強制的に自由化を実現する協力体ではないところに限界がある。

　そこで、地域協力体として、新たに3つの枠組みが登場してきた。ＡＳＥＡＮ＋３、ＡＳＥＡＮ＋６、そしてＴＰＰである。

　ここでＴＰＰの歴史を見ると、ＴＰＰは、まず、2006年にブルネイ、シンガポール、チリ、ニュージーランドの４カ国により設立された。小国によるハイレベルのＦＴＡ(自由貿易協定)である。そして、2008年にアメリカ、オーストラリア、ペルー、ベトナム、さらに、2010年にマレーシアが参加し、現在９カ国に発展している。

　アメリカがＴＰＰを使おうと思ったのは、ＡＰＥＣよりもはるかに徹底した自由化を目指すためである。これはＡＰＥＣではできない。ＡＰＥＣは、アジア的価値観に基づいたもの、アジア的価値観を活かしたものであるため、緩やかな自由化を各国の自発性に基づいて目指していくものである。これは、アメリカにとってはＡＰＥＣの限界と映る。ただ、アメリカは、このＡＰＥＣの場を使って、アメリカのオリジナルな構想でもないＴＰＰを持ち出してきた。
　アメリカは、2006年にＦＴＡＡＰ(アジア太平洋自由貿易圏)を提唱している。ＦＴＡＡＰは、アジア地域の広域的な地域連携を図る自由化構想で、これがアメリカの最終的な目標である。そして、このＦＴＡＡＰを実現するために、アメリカはＴＰＰを出してきた。100％の自由化が最終的な目標であるが、すぐには出来ないため、小国における自由化構想であるＴＰＰをうまく使ったわけである。

　これまで、アメリカは、東アジア共同体への参画に向けて、かなりのプレッシャーをかけてきた。特に、オバマ大統領は、一昨年の日本における演説で次のように言った。アメリカはアジア太平洋国家である。したがって、東アジア共同体構想については、構想の段階からアメリカは協議に加わるべきだ、と。
　アメリカのプレッシャーを受けて、日本は、ＡＳＥＡＮ＋６にアメリカとロシアも加えたＡＳＥＡＮ＋８を提示した。ただ、ＡＳＥＡＮ＋８になると、これはＡＰＥＣとどこが違うのか、ということになる。

　このように、地域協力体については、現在、ＡＳＥＡＮ＋３、ＡＳＥＡＮ＋６、ＡＳＥＡＮ＋８、ＴＰＰなど様々なものが出てきており、東アジア共同体の将来は混迷状態にあると言ってよい。

　ＴＰＰの動向によって、これまでアジアが考えてきた東アジア共同体はどうなるかを考えていかなければならない。そのためには、アメリカがＡＰＥＣに満足せず、最終的なアジア戦略の目標であるＦＴＡＡＰを実現するために、どういう戦略を取ろうとしているかを検討する必要がある。

２．日本はいかに対応すべきか

　なぜ菅政権はＴＰＰに飛びついたのか。日本は、ＴＰＰが「第三の開国」という大げさな表現をし、ＴＰＰの扉は閉まりつつある、今乗り遅れたら日本はダメになると言って慌てている状態である。ＴＰＰに失敗したら日本の将来は無いという流れになり、もはや、菅首相の口から「東アジア共同体」という言葉が聞かれることは無くなった。

　では、ＴＰＰのメリット、デメリットについては十分に検討されているのか。政府から発表されたものを見ると、もっぱらＴＰＰに参加しなかった場合のマイナス面に重点が置かれている。もっとも、参加することによるマイナス面として、さすがに農業問題は取り上げられているけれども。しかし、参加しなかったら製造業の分野で遅れをとってしまうという考えが大方の論調である。特に、こうした主張をしているときには、韓国がアメリカやＥＵとＦＴＡを結んでいることが盛んに取り上げられている。韓国が、日本の製造業の中心でもある自動車、電気製品、ＩＴの３分野で、アメリカやＥＵとＦＴＡを結べば、日本はどれだけ損をするか、といったことを言う。
　それならば、日本もＦＴＡを結べば良いだけのことではないのか。アメリカがＴＰＰを言い出すと、日本は、大した計算もせずに製造業が大変なマイナスを被ると言って、急に慌ててこれに飛び乗る。変な話である。
　実は、マイナス面から言えば、農業のマイナス面の方が金額的に大きいのである。例えば、ＧＤＰに対する貢献度で言えば、ＴＰＰに参加して製造業が輸出することによるＧＤＰへの貢献度は１％強である。これに対して、農業の場合は、ＴＰＰに参加すると本当に大変なマイナスとなり、例えば、日本の食料自給率が、カロリー・ベースで現在の40％から14％に減少する。また、雇用の喪失が340万人と推定されている。

　これに対して、経団連(日本経済団体連合会)やマスコミを始め、ほとんどが、ＴＰＰに参加しなければ大変なマイナスの影響が出て、日本の経済は壊滅すると言う。したがって、日本の農業は壊滅しても仕方ないとも言う。例えば、前原外務大臣は、日本のＧＤＰに占める農業のシェアは1.5％程度しかないから、経済合理性から考えると、農業は諦めろと言う。しかし、アメリカのＧＤＰに占める農業の生み出す所得のシェアは日本よりも低く、わずか1.1％にしかすぎず、また他の先進国の農業所得のシェアもカナダ、オーストラリアなどを除いては軒並1％以下ときわめて低い。
　確かに、日本は農業に適していない面もあろう。ただ、日本もかつて、例えば1961年には、食料自給率がカロリー・ベースで78・9％もあった。しかし、現在では40％程度である。穀物自給率は2007～8年には27％と低い。これは、世界で最も低い自給率である。

　その一方で、世界の先進国は軒並み食料自給率を上げている。例えば、ヨーロッパで見ると、ＥＵの初期には、ＥＵの共通農業政策による補助金・助成金という形で、ＥＵの全予算の50～60％は農業に向かっていた。中身は所得保障の他に、ＥＵの農産品輸出助成などもあった。後者は、ＧＡＴＴ(関税および貿易に関する一般協定)上は違反になるものである。むしろ、農家の所得保障の方がＧＡＴＴ上は良いということになるのだが、このことを見ても、やはり、農業は普通の工業製品と同じだという感覚を持っている国はないことが分かる。

　そもそも、アメリカ自身が、巨額の間接的農業助成(灌漑や種子改良など)を行って、アメリカの農業生産性を世界で最高の水準に持っていったという事実がある。これは、アメリカの戦略が素晴らしかったのだと評価できよう。アメリカは、世界最高の農業保護を行い、今では自由化を唱える状態にまで持っていったのである。
　これに対して、「コメ一粒たりとも入れない」と言っていた日本は、1994年から1995年にかけてのウルグアイ・ラウンド(1995年に、ＧＡＴＴはＷＴＯ(世界貿易機関)に発展的解消をとげた)で、日本は農業保護国だ、日本がコメの自由化をしないからウルグアイ・ラウンドは成功しないのだ、というように日本に責任があると叩かれると、すぐに折れてしまう。
　ウルグアイ・ラウンドでの日本の大失敗は、コメの自由化をミニマム・アクセスという方式で行ったことである。これは、関税を引き下げずに徐々に輸入量を増やしていくやり方で、最悪の方法だったと言える。なぜ日本は関税方式で対処しなかったのか。タイ米は日本の嗜好に合わないのである。アメリカのカリフォルニア米などは比較的日本の嗜好に合うが、それでも基本的に日本人はスーパー・マーケットに行くと、タイ米、アメリカ米、豪州米を買うことはなく、敢えてコシヒカリや秋田小町などを買うのである。関税を引き下げ、価格を下げたところで、日本の消費者はタイ米をそれ程買わないのである。日本はタイ米や豪州米などを輸入したけれども、結局、余って腐り、捨てるか、あるいは煎餅などに使用され、いずれにせよ高級品には使われなかった。一部は北朝鮮への援助米として使われたが、北朝鮮も日本米を要請していた。
　関税を引き下げる方式をとっておれば、ＧＡＴＴ上、誰も文句は言えないわけである。こうして見ると、日本は戦略を誤ったと判断せざるをえない。

　農産物については、これを排した場合の環境に対するマイナス面などを考えると、ＧＡＴＴのルール上でも、当然農業の保護を主張して良い面もあり、それは交渉次第なのである。

　では、アメリカ、ＥＵはどうしているのか。日本は、もっとアメリカの農業政策を検討すべきだったと思う。

　経済学でレオンチェフ・パラドックス(Leontief Paradox)という用語がある。つまり、アメリカは製造業が一番強いのだろうと思われていたが、実際には、比較優位で考えると、アメリカで一番強い産業は農業だったのである。アメリカは農業の生産性を高めて、強い産業に育て上げ、農業をアメリカの戦略に使ったわけである。例えば、ソ連のゴルバチョフ時代、冷害で小麦の生産が極端に落ちたときに、レーガンが、アメリカからソ連に対して小麦を大量に援助したことがあった。これにより、ゴルバチョフは、完全に共産主義体制から市場主義経済の方向に切り替えていく政策を採らざるを得なくなったのである。明らかに、資本主義による市場経済型の農業生産の方が、ソ連の共産主義によるコルホーズ的な農業生産よりも、はるかに有利であったことが証明されたわけである。
　ただ、メキシコのカンクンで行われた1981年の南北サミットで、レーガンとタンザニアのニエレレ大統領が対話した際に、レーガンが「市場のマジック」という言葉を使い、「４つのリトル・タイガー」と呼んだ韓国、シンガポール、台湾、香港がいかに市場経済で成功したかを説明し、その上で、ニエレレにタンザニアでも市場経済を導入するように勧めた。しかし、ニエレレは、「色々なシステムを導入してやりました。いわゆるアメリカ的な市場経済も失敗しました。ソ連的な共産主義経済も失敗しました。やはり、アフリカにはシステム以外に何か足らない点があるのだろうと思います。レーガン氏は、市場経済の優位性を説いたけれども、アメリカの農業が、いかに市場経済ではなく、大変な助成金のもとにここまで来たのかということを私は学びました。」と応答した。このとき、レーガンは困って後ろを向いたが、南北サミットでは首脳だけで他には誰も助けてくれなかった。タンザニアのニエレレは、アメリカの農業についてもよく調べており、農業は市場経済だけではダメであるということを知っていた。本当に素晴らしい大統領だったと思う。
　なぜ日本はいかにしてアメリカの農業がここまで来たのかを調べないのか。

　アメリカは、農業を外交上もいかに有効に使っていくかという戦略を持っている。例えば、中国は1995年にＷＴＯ加盟の申請をし、それからアメリカは５年間かけて中国とＷＴＯの加盟について交渉したが、そのプロセスにおいてアメリカが一番力を入れたのは、将来、中国の農業をいかに自由化させていくかという点であった。ＥＵも中国とのＷＴＯ加盟交渉では数年かけている。日本はわずか半年位で終えた。
　世界の農業が自由化された場合、2020年の世界はどのような状態になっているであろうか。以下、このことをＯＥＣＤのデータに基づいて論じてみたい。2020年に農産物の輸入量が一番多い国は日本であり、1750億ドル位の輸入を必要とする。次が中国で、もし中国が農業の自由化を進めるならば、1700億ドル位の輸入量になる。その次は欧州が1500億ドル程度の輸入地域となる。では、このときに農産物を供給できるのはどこかと言うと、その中心はアメリカである。アメリカが最大の輸出余力を持つ国であり、2700億ドル位の輸出余力がある。次がオーストラリア、ニュージーランド、カナダといった先進農業国、これにブラジルなどのラテンアメリカが続く。こうしたデータから、世界の農業を自由化した場合の世界は、どのようになるのだろうか。

　恐らく、アメリカが一番狙っているのは農産物輸出であり、ＴＰＰを持ち出してきたのも、そのためだろうと考えられる。そして、その第一弾として、まず、日本の農業を自由化させることに重点を置いてきたわけである。その次は恐らく中国だろうと思われる。
なお、ここで、食文化との関係も考慮に入れて述べると、日本と韓国は、所得が増加しても、あまり肉食への変化は生じない。これに対して、中国は所得が増加すれば、一般的に穀物から肉食に変わる。この場合に一番重要となるのは、動物のための飼料の輸入が非常に多くなるという点である。人間が食べる穀物の量に比べ、動物の穀物消費量は非常に大きい。これとの関係で非常に興味深い国として、インドがある。ＯＥＣＤのデータによると、インドは2020年でも農産物の輸出余力が僅かながら存在している。それはなぜかと言えば、インドは肉食をしないからである。それに対して、中国は肉食をするため、農業の自由化をすると、中国はインドと異なり食糧の大輸入国になる。さらに、中国は、人口が毎年1.1％ずつ増えると仮定すると、毎年500万トン位の穀物が新たに必要とされる。
こうした様々な点も考慮に入れた上で、アメリカは、中国がいつまで食糧の輸入を抑えられるのかを見定めようとしているのである。
　この点、レスター・ブラウンが1995年に、中国が世界の食糧を食い潰して食糧価格を上昇させていくと警告を発しているが、現実の中国は決してそのようにはなっておらず、頑張って食料自給率を維持している。

　私は、もし仮に中国がＴＰＰに将来参加したとしても――日本のように、そう簡単には参加しないと思うが――中国には食料自給率を高めて欲しいと願う。そうでなければ、世界の農産品価格は急騰してしまう。

　いずれにしても、ＴＰＰの弊害を回避できるかどうかは、中国がどの程度農業の自給体制を保ち、いつまで高い食料自給率を維持できるかどうかにかかっている。今のところ、中国はまだ九十数パーセントの自給率を保っているが、これが2020年、2030年にはどうなるか、というのは一つの大きな課題だと思う。
　そして、中国の食料自給率が低下したときの隙を狙っているのがアメリカである。アメリカにとっては工業製品を売ることも大切であるが、やはり農産品の輸出が大きな目標であることは間違いないであろう。
　そうした中で、日本はこれからどうすべきか。私は、日本はまず中国と韓国、ＡＳＥＡＮ諸国とＦＴＡやＥＰＡ(経済連携協定)の交渉にバイ(二国間)で取り組めば良いのではないかと考える。何もＴＰＰに飛び乗る必要はない。特に、日中韓におけるバイでの交渉が一番重要だと思う。そのバイの交渉の中で、日本の農業をどうするか、中国との食糧の安全保障の問題をどうするかといったことを協議すれば良い。食糧の安全保障ほど重要なものはない。にもかかわらず、日本ほど食糧の安全保障では裸の状態の国は、世界中探してもどこにもない。日本は、米が150万トンで２ヶ月分、小麦が100万トンで2.6ヶ月分、大豆が５万トンで20日分の備蓄しかない。

　ヨーロッパでは、例えば、スイスの場合、食料自給率は68％くらいであるが、それでも小麦については輸入業者は６ヶ月分を備蓄し、各家庭も10日分の小麦粉、ミルク・パウダー、食料油といったものを備蓄する義務を負っている。フィンランド、ノールウェー、スウェーデンなど、皆備蓄を義務付けている。

　それに比べると、日本は本当に食糧の備蓄が少ない。一方で、石油は160日余りの備蓄をしている。しかし、我々は石油を食べて生きていくわけにはいかない。2050年の世界人口は91億人になると推定されている。また、各国とも豊かになっていくため、食べる量も増加していく。こうした世界の食糧事情を考えると、食糧不足が起こる時代は来ないという保障はない。実際、1973年から1975年にかけてアメリカが大豆輸出規制を実施し、大豆の需給が逼迫したことがあった。このとき、私はアメリカの農務省に大豆を提供してくれるよう頼みに行ったが、アメリカは応じてくれなかった。これに危機感を感じた日本は、以後、開発輸入を始めたわけである。こうした私自身の体験からも、食糧の安全保障は、やはり、アジア諸国の共通農業政策の下で、お互いにアメリカだけに頼らない食糧の安全保障を考えていくこと、これが東アジア共同体を設立する一つの目的だと考える。
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